
達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）

1

① ○

新たな試験区分（総合政策・法律・経済の選択科目制、行
政ⅠＢの新設）基づく採用を実施

㉙初級職16名採用

特定任期付職員として、公認会計士１名をH28.9月に採用

専門性の高い人材の確保に向け㉙採用試験から「土木」と
「農業土木」を「総合土木」に統合

技術職の早期人材確保策は引き続き検討

技術職の通年採用により、獣医師２名を採用

上級職の10月採用者３名

任期付職員を６～９月に８名採用

② ○

採用試験倍率㉘実績　4.8倍(達成率96%)、技術職全体3.2
倍、全15の試験区分のうち４区分（行政、化学、農業、薬剤
師Ⅰ）で５倍上回る

学生向けのガイダンス、見学会、先輩職員の活動など、受
験勧誘策を実施

③ △

内定辞退率㉘実績22.3％
【未達成の要因・理由】
内定者への適時の情報提供や意見交換会の開催等、内定
辞退防止策を実施したが、国家公務員等への人材流出に
より目標に達しなかった。
Ｈ２９は最終合格発表日の前倒しを実施し、省庁に先駆け
て合格者に接触を行うこととする。

達成区分

○

平成２８年度　知事直轄組織（職員長）　運営目標

運営目標

達成手段
(数値目標)

高い課題対応力を持った多面的・重層的な組織を構築するため、多様で優秀な人材を採用します。

■「知力」「体力」「人間力」のバランスのとれた人物重視の採用を行うため、戦略的な採用試験を実施します。

　◇優秀で多様な人材の確保
　　・　大学等での勉学の成果が行政Ⅰの専門試験に活かせるよう、総合政策・法律・経済の選択科目制による試験を実施
　　・　スポーツ、文化芸術の分野や長期間にわたるボランティア活動等において、目的意識や目標を持って取り組むなど
　　　　特筆できる経験を有し、成果を挙げている者の受験を促すため、自己アピールを重視した行政ⅠＢの区分を実施
　　・　業務経験の積み重ねにより地域や実務に精通した職員を育成するため、初級職を積極的に採用
　　・　専門性の高い人材を確保するとともに、柔軟な人員配置による効率的な執行体制を実現するため、技術職の採用
　　　　区分の見直し等を実施
　　・　採用困難な技術職種について、早期に人材を確保する手法を構築

　◇柔軟な採用
　　・　通年募集による採用試験（技術職）を実施
　　・　ギャップイヤーを見据えた多様な人材の確保等のため、上級採用試験での秋採用・前倒し採用の実施
　　・　年度途中での任期付職員の採用の拡大

■優秀な学生の受験を積極的に誘導します。
　　＜全ての試験区分で募集人員の５倍以上の受験者数を確保（㉗実績5.8倍、技術職全体3.1倍、全15の試験区分のうち
　　　５区分（行政、福祉、化学、農業、水産）において５倍を上回る。）＞

　・　管理職員による早期からの大学へのＰＲなど、積極的な働きかけを実施
　・　ガイダンスや職場見学会を実施するなど、公務の魅力ややりがいのＰＲを強化
　・　「京都府職員先輩ネットワーク」の活動強化などにより、学生や大学教員等に積極的な働きかけの実施
　・　「インターンシップ」「大学ゼミ協働研究事業」等の取組による大学との連携強化及びより積極的な受験勧奨

■内定者への徹底的なフォローアップを展開し、必要な採用数を確保します。
　　＜辞退率15％未満（㉗実績19.7％）＞

　・　内定者の不安・悩みを解消するためのマンツーマンによる相談体制を構築
　・　メーリングリストを作成し、知事記者会見資料、府民だより、府議会議案、予算案の概要、府の主要施策に関する資料
　　　などの府政情報をメルマガで発信（毎月１回）
　・　採用内定者説明会に加え、若手職員との意見交換会を実施
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）達成区分運営目標

2

① ○

新人事システムを整備し、㉙定期人事異動から運用開始

庁内公募・ＦＡ宣言者数　㉘実績　計21名（達成率70%）（庁
内公募：13名、ＦＡ宣言：８名）

省庁、府県、市町村等との人事交流・派遣職員数　㉘実績
H.29.4.1派遣８４名（達成率105%）

② ◎

㉙定期人事異動で若手職員のジョブローテーションを実施

新規採用職員にバディ、サポーターを配置し、職場研修・相
談体制を整備

H29年度の組織体制の見直しにより、人材育成型組織への
転換を推進

③ ◎

民間企業との合同による管理職マネジメント力向上研修を
実施

幹部職員から管理職向け業務運営手法等伝承研修を実施

④ ◎

庁内ベンチャー㉘実績　前期・後期計　３３件(達成率
110%)、海外調査６件、事業化率（前期分のうち予算要求の
あったもの）85.2%(達成率113.6%)

自主研究グループ　㉘実績１０団体（達成率100%）

H29からの新規事業としてベンチャー＋α事業を実施　㉘
実績１１事業

達成手段
(数値目標)

○

複雑・多様化する府民ニーズに迅速・的確に対応するため、高い専門性を発揮して、府民のために積極
的に行動する人材を育成します。

■職員の能力・適性を踏まえ、職員のキャリア形成を図る戦略的な人事配置・育成を進めます。

　・　「戦略的人事情報システム（仮称）」を整備し、職員の意欲・能力、適性、業務経験、評価など、キャリア形成に必要な
　　　人事情報をデータベース化することで、最適な人事配置・人材育成への活用を推進
　・　高いモチベーションと専門性を備えた人材の育成を図るため、職員自らがキャリアを選択できる手段の充実・実施
　　　＜庁内公募・ＦＡ宣言者数　計30名（㉗実績　庁内公募：12名、ＦＡ宣言：７名）＞
　　　①　職員がFA制度等を積極的に活用し、能力の向上・キャリア形成が図れるよう、自らの強み・弱みなどを振り返る
　　　　　　キャリア形成支援研修を実施
　　　②　職員が特定所属を指名する既存のFA制度に加え、民間、大学院等への派遣を職員のキャリア形成に活かす
　　　　　　キャリア実現型派遣研修制度を新設
　・　若手職員を中心に他団体への人事交流・派遣を推進
　　　＜人事交流・派遣職員数80名（㉗実績82名）＞
　・　高い人権意識やコンプライアンス意識を備え、府民から信頼される職員を養成するための研修を実施

■新規採用職員・若手職員をしっかり育成し、早期の戦力化を図る取組を実施します。

　・　職員の成長に応じた戦略的な人事配置を行うジョブローテーションの実施
　・　業務を基礎からしっかり学ばせるため、随伴して指導する先輩職員（バディ）を配置した業務付与の実施
　・　気軽に悩みを相談し、指導・助言が受けられるよう、同世代の若手職員（採用後３～10年の職員等）をサポーター
　　　として配置
　・　民間企業や省庁など他団体への派遣・人事交流を通じ、刺激し合う中で、幅広い視野と政策形成能力を向上
　・　関係部局と連携し、組織の見直しによる人を育てる組織づくりを実施

■職員のチャレンジ精神を高める実践的な政策研究を支援します。

　・　職員のチャレンジ精神の発揮を促すため、庁内ベンチャー事業を推進
　　　＜提案・研究件数30件以上、海外調査件数８件以上、事業化比率75%以上
　　　　　（㉗実績　提案・研究件数31件、海外調査５件、事業化比率53%）＞
　・　職員が自主的にグループを組織して政策研究等を行う自主研究グループへの支援を実施
　　　＜支援団体10団体程度（㉗実績９団体）＞
　・　ベンチャープラスアルファ事業を実施し、職員が新規事業の立ち上げ段階等での新たな課題への挑戦を支援
　　　することにより、自立力、モチベーションの向上を促進

■管理職員の課題対応能力を高めるとともに、マネジメント能力の向上を図り、効率的・効果的な組織運営を進めます。

　・　マネジメント能力や課題に取り組む積極性、幅広い視野と変革志向を養うとともに、経営資源を効果的に活用する
　　　ことによる新たな事業提案につなげるため、民間企業との合同による研修を実施
　・　管理職として求められる経験等が不足する新任管理職員に対し、必要な知識・ノウハウやマネジメントの要諦に
　　　ついて、幹部職員によるスキル伝承研修を実施
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）達成区分運営目標

3

㉘実績（H29.4.1時点の女性管理職比率）14.8％(達成率
98.7%)

女性職員の能力発揮に向けた派遣、交流等の取組を実施

女性職員向け各研修を実施
育児休業中職員に対する職場復帰支援策を実施
専門家による相談事業のみ未実施

女性職員の育児休業取得率　㉘上半期実績100％(達成率
100%)
男性職員の育児休業取得率　㉘上半期実績10.6％(達成率
132.5%)
配偶者出産休暇及び男性育児休暇の取得者率　㉘上半期
実績31.9％(達成率106.3%)
男性職員の育児のための休暇取得日数　㉘上半期実績
9.6日(達成率120%）

育児参加、育児休業の取得促進に向けた取組を実施
新たに知事から子どもの産まれた職員に向けたメッセージ
配付を開始

勤勉手当制度改正（H28.6支給の勤勉手当から適用）

○

○①

女性や子育て・介護を行う職員が、意欲や能力を十分発揮できるよう、ワーク・ライフ・バランスを推進す
るとともに、女性職員の一層の活躍を促進します。

達成手段
(数値目標)

■女性活躍促進法に基づく特定事業主行動計画等に基づき、女性職員の一層の活躍促進、職員の子育て支援の
　　ための取り組みを進め、平成31年度までに全国トップ水準となる女性管理職比率17％を達成します。
　　＜H29.4.1時点の女性管理職比率15％（㉗実績13.2％）＞

　・　女性職員の能力発揮をさらに進めるため、以下の取組を推進
　　　①　若手女性職員の他団体への積極的な派遣の実施
　　　②　経営部門や政策形成過程に参画するポスト等への女性職員の配置拡大
　　　③　民間で活躍している女性との交流の場の設定及び参加等によるキャリアアップ

　・　育児休業中の職員に対する仕事へのモチベーション維持・向上のための研修の実施

　・　育児休業中の職員と所属長等との、職場面談を実施し、休業中の職員とのコミュニケーションの向上や
　　　子育て支援、円滑な職場復帰を支援

　・　女性職員を対象に、意識改革やマネジメント能力の向上などを通してキャリア形成を支援する研修を実施

　・　女性職員を対象に、外部の専門家等による相談事業を実施し、キャリア形成やマネジメント手法、
　　　仕事と家庭の両立等を支援

　　＜女性職員の育児休業取得率100％（㉗上半期実績100％）＞
　　＜男性職員の育児休業取得率　㉛15％の達成に向けた㉘目標8％（㉗上半期実績2.8％）＞
　　＜配偶者出産休暇及び男性育児休暇の取得者率　㉛100％の達成に向けた㉘目標30%（㉗上半期実績27.8％＞
　　＜男性職員の育児のための休暇取得日数　㉛15日の達成に向けた㉘目標８日（㉗上半期実績3.4日）＞

　・　育児参加や育児休業等の取得を、公務員・社会人としての多様な経験を積ませるためのプロセスとして、
　　　府組織内で積極的に評価する文化を醸成するため以下の取組を推進します。
　　　①　育児計画書の所属長ヒアリング時に休暇を事前承認、所属内で周知し、組織的に準備期間を確保
　　　②　通年の育児休業取得者の代替として、任期付職員等を配置することで、取得者の心理的障壁を軽減
　　　③　育児休業等の取得を多様な経験の一つとして、昇任・昇格判定において、積極的に評価
　　　④　府庁内の子育て文化の醸成に向けたメッセージの発出

　・　育児休業に係る経済面での支援として、１ヶ月以内の短期の育児休業については、勤勉手当の減額を行わない
　　　制度を導入
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）達成区分運営目標

4

① ○

時間外勤務　㉘実績　対前年比4.9%減(達成率98%)
（H27：１２．３Ｈ／人・月　→　H28：１１．７Ｈ／人・月）
時間外勤務が著しく偏って集中する職員㉘実績（4～12月
分) 2人

時間外勤務縮減に向けた部局ヒアリング、各種時短等の取
組は実施済

② ◎

メンタルによる休務者数　㉘実績　１週間以上：76人(前年
比▲1人)、１箇月以上：62人(前年比▲6人)）

業務引継の徹底や職場ドックの実施、職務復帰支援等、メ
ンタルヘルス対策事業を実施
Ｈ２８～　労働安全衛生法に基づくストレスチェックを実施

③ ○

定期健康診断・人間ドック受診率　㉘実績　99.2％(達成率
99.2%)

特定保健指導率 ㉗実績：44.6%(達成率89.2%)㉘実績　集計
中(秋に確定値報告)

④ ◎
産業医による保健指導実施率　㉘実績　100％(達成率
100%)

達成手段
(数値目標)

職員が心身ともに健康で能力を活かせる職場づくり、職員の絆づくりに積極的に取り組みます。

■職員の意識改革を促進し、総実労働時間の短縮と時間外勤務の一層の縮減に取り組みます。
　　＜時間外勤務の縮減　対前年比５％縮減（災害等臨時的業務除く）＞
　　＜各所属における時間外勤務が著しく偏って集中する職員　０人＞

　・　所属長へのヒアリング、注意喚起等の取組を実施
　・　夏季の20時退庁やノー残業デー、育児の日、グループ定時退庁デー等各種取組の浸透・徹底
　・　始業時間前の時間外勤務命令制度の試行
　・　関係部局と連携した職員配置のあり方の見直しによる時間外勤務の縮減

■多様な働き方の提供により、仕事と家庭の両立の実現を図るため、テレワーク（在宅勤務）の実施に向けた
　　課題の整理を行います。

■メンタルヘルス対策について、未然防止、早期発見・対応、重症化防止を図ります。
　　＜メンタルによる休務者数　前年度以下（㉗実績　１週間以上：77人、１箇月以上：68人）＞
　
　◇個人への対応
　　・　新規採用職員や人事異動職員が、過度な負担を負ったり孤立化することのないように、業務の引継ぎや
　　　　目配せ等の適切な対応を徹底
　　・　全職員に対するストレス調査の実施
　　・　健康管理医によるワンポイントアドバイス及び巡回相談の実施
　◇所属への対応
　　・　ストレス調査の結果を基に職場解析を行い、高ストレス職場に対するフォローを実施
　　・　全部局での職場ドック（２次ドック）の実施

■休職者の職場復帰を支援します。

　  ・　休職期間中における産業医等による健康相談・指導等を充実
　  ・　ならし勤務や再発防止、産業医等によるフォローアップ面談などを適切に実施

■定期健康診断・人間ドックについて、全職員の受診を目指します。
　　＜受診率100％（㉗実績　99.1％）＞
　
　・　受診状況の確認、早期受診の勧奨、未受診者に対する来所受診を実施

■メタボ脱却と生活習慣病の早期予防、早期発見、早期治療を推進するため、特定保健指導を積極的に実施します。
　　＜特定保健指導率50％以上（㉗実績：44.6%）＞

　・　受診率の低い被扶養者について、未受診者を把握し受診勧奨を実施
　・　生活習慣病に深い関連がある睡眠時無呼吸症候群のスクリーニ ング検査（ＳＡＳ）について受診枠を拡大

■長時間勤務による脳・心臓疾患や精神疾患等の健康障害を防止するため、産業医による保健指導を徹底します。
　　＜保健指導実施率100％ （㉗実績　100%）＞

○
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）達成区分運営目標

⑤ ○
公災等発生件数 ㉘発生実績　424件(H29.4.30集計)
公災防止事業の実施 ㉘実績15箇所（達成率100%)
公災等認定90日以内処理率 ㉘実績96.6％（達成率96.6%)

⑥ ◎
ハラスメント相談員、管理・監督者を対象とするハラスメント
対策研修会を実施
リーフレットを職員に配付

⑦ ◎ ふれあいフェスタ参加者数　㉘実績　2,500人（100%）

⑧ ○ 職員住宅の在り方検討会を開催（２回）し、検討を推進

⑨ △

御所西京都平安ホテル　客室稼働率㉘実績　７４．６％(達
成率87.8%)
【未達成の要因・理由】
耐震工事をH29年1月から実施したため、稼働率が目標に
達しなかった。

宿泊利用者数　㉘実績　40,043人（達成率93.1%）
外国人客数　㉘実績　6,149人（達成率68.3%）
食堂利用者数　㉘実績　70,670人（達成率70.7%）
日本庭園ランキング　㉘実績　４位（達成率100%）
団体利用者数　㉘実績　11,252人（達成率112.5%）
少人数宴会利用件数　㉘実績　675件（達成率281.3%）

■公務災害・通勤災害の発生件数の抑制を図るとともに、適正かつ迅速な認定を行います。
　　＜発生件数　440件以下（過去最少）（㉗実績　446件）＞

　・　公務災害防止事業を積極的に推進＜15箇所以上（㉗実績14箇所）＞
　・　認定処理をより計画的に推進＜90日以内処理率100％（基金本部協議案件除く）（㉗実績　95.4％）＞

■職員住宅については、広域異動職員や非常時専任職員等の居住支援のため、引き続き適時適切に提供します。
　　また、適正な配置、家賃、修繕などについて外部の専門家の意見を踏まえ、あり方を検討するとともに、必要な
　　取組を開始します。

■ハラスメント事案の未然防止と事案発生時の迅速・適切な対応を徹底します。

　・　ハラスメント相談員等の資質向上のための研修の実施
　・　管理・監督者に対する事例研修の実施
　・　リーフレットを活用し、全部局で部局別研修を実施

■職員及びその家族が、ふれあい・親睦を深めるとともに、健康増進と文化的教養の向上を図るため開催している
　　職員ふれあいフェスタを府立丹波自然運動公園を中心に開催し、職員の絆づくりを強めます。
　　また、新たに地元市町職員との交流の機会をつくります。
　　＜参加者数目標2,500人（㉗実績2,500人）＞

　・　丹波自然運動公園、グリーンランドみずほなどを活用し開催

■御所西京都平安ホテルについては、利用者の安心・安全を確保するため耐震補強工事（平成29年１月中旬～
　　３月中旬）を着実に実行します。
　　また、経営の維持・発展に必要な利益の確保に向けて、工事期間中の影響を最小限に抑え、宿泊利用者数・稼働率の
　　増加を目指します。
　　＜宿泊利用者数43,000人、稼働率85％（㉗実績　宿泊利用者43,900人、稼働率81.2％）＞

　◇インバウンド対策の強化　＜外国人客数9,000人（㉗実績6,925人）＞
　　・　新規エージェントとの提携による外国人客の集客強化
　　・　外国人対応スタッフの増員によるフロントサービスやFacebookによる情報発信の強化

　◇京都らしさの強化による利用者の拡充　＜食堂利用者数100,000人＞
　　・　日本庭園の活用＜日本庭園ランキング全国４位以上（㉗全国５位）、四阿での喫茶営業＞
　　・　喫茶メニューの充実（スイーツ等）
　　・　和服ユニフォームスタッフ導入による京都らしいサービスの提供
　　・　京都府現代の名工による新メニュー（庭園観賞弁当）の提供

　◇教育旅行等団体利用客の拡充　＜団体利用者数10,000人（㉗実績9,533人）＞
　　・　契約旅行会社への営業強化による修学旅行・勉強合宿等団体客の誘致拡大

　◇少人数宴会（法要等）のサービス強化　＜少人数宴会件数240件（㉗実績202件）＞
　　・　法要プランの拡充
　　・　暑中お見舞い等ダイレクトメールを活用した販売強化
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）達成区分運営目標

5

① ◎
人事委員会勧告等を踏まえ、給与・休暇等の制度や水準
等の見直しを実施

② ◎
条例等に基づく退職管理を適切に運用
元管理職職員の営利企業への再就職について、本人・再
就職先への規制を導入

③ ○
人事委員会勧告等を踏まえ、再任用職員に係る給与・人事
評価制度等の見直しを実施

④ ○
職員への周知を実施

非常勤嘱託職員・臨時職員システムの機能改善を実施

○

■人材の確保、職員の士気や組織活力の維持・向上につながるよう、給与・休暇等の制度や水準等について、
　府民視点での点検・見直し・改善を実施します。

達成手段
(数値目標)

■再任用制度について、フルタイム再任用期間の６５歳までの延長を見据え、再任用職員の職、給与水準、
　健康管理のあり方、適正配置のルールづくりなど制度・運用の点検・見直しを進めます。

■総務事務システム等への入力ミス・遅延を減少させ、各種支給事務に要するコストをより削減します。

　・　各種制度を詳細に解説した「総務事務ナビ」アイコンを活用し、職員に制度知識を周知徹底
　・　ライフイベントナビについて、最新で、より充実した内容に更新するとともに、手続き時にはライフイベントナビを
　　　参照することを周知徹底
　・　「職員通信」をはじめとした様々な媒体や各種研修の機会に、入力ミスの具体的事例やその対策を説明すると
　　　ともに、提出期限や制度の内容を周知徹底し、職員の意識向上を促進
　・　非常勤嘱託職員・臨時職員システムの機能改善を行い、入力ミスを削減

限られた財源を有効に活用し、安定した財政構造を確立するとともに、府民から信頼される公務員制度
を確立・運用し、効果的・効率的な府政推進を図ります。

■「職員の退職管理に関する条例」等の適切な運用に加え、再就職者に対する規制だけでなく再就職先に対する
　規制等も導入し、より適正で実効性の高い退職管理を進めます。
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）達成区分運営目標

6

① ○

府障害者雇用率　㉘実績2.66％（達成率98.5%）
㉘障害者採用実績　身体障害者１名、知的障害者１名
「京都府における障害を理由とする差別の解消の推進に関
する対応要領」、「障害を有する職員への合理的配慮の提
供に関する要綱」を定め、障害を有する方・障害を有する職
員への適切な対応を推進

② ◎ 直接雇用障害者数　㉘実績　６名（達成率100%）

7

① ○

【主要項目】
㉗中に府退職後、再就職した人77名のうち無期限雇用６名
㉗受講者数783人、受講日数880日
　うち・職員研修・研究支援センター研修：受講者数198名、
受講日数242日
　　　・京都ジョブパークでの研修：受講者数２名、受講日数
６日

② △

生活保護受給者の採用㉘実績　採用者数４名（達成率
80%）、府退職後に正規雇用された人数０名
【未達成の要因・理由】
ハローワーク、ジョブパーク等を通じ採用の募集を行った
が、応募者が少なかったため。
保護観察対象者の採用　保護観察所からの推薦なし

目標達成状況（達成区分） 件数 割合
目標達成「◎」（達成手段のすべてが◎） 0 0%
概ね達成「○」（達成手段の◎○が２／３以上） 7 100%
未達成　「△」（達成手段の◎○が２／３未満） 0 0%

計（運営目標数） 7

[達成手段（数値目標）の達成区分]
　「◎」･･･目標達成・上回って進捗（達成率１００％以上）
　「○」･･･概ね達成（達成率９０％～１００％未満）
　「△」･･･未達成（達成率９０％未満）

○

○

府庁の職場において、障害を理由とする差別の解消と、障害のある人の雇用の促進に率先して取り組み
ます。

達成手段
(数値目標)

■臨時職員に対し、正規雇用に繋がるような取り組みを進めます。

　・　職員研修・研究支援センターや京都ジョブパークでのキャリアアップに繋がる研修等への参加を促進

■働く意思を持ちながら就労の機会に恵まれない生活保護受給者や保護観察対象者を直接雇用し自立支援を行います。

　・　生活保護受給者の自立支援のため、臨時職員として採用
　　　＜採用者数５名、府退職後に正規雇用された人数３名以上（㉗実績　採用者数４名、府退職後に正規雇用
　　　　　された人数０名）＞
　・　保護観察所の推薦を受けた保護観察対象者を臨時職員として採用

臨時職員等が、府庁での就業経験を活かし、正規雇用に繋がるように取り組みます。

達成手段
(数値目標)

■全国トップレベルの障害者雇用率の維持と、障害のある職員にとって働きやすい職場環境づくりに積極的に
　　取り組みます。
　　＜府障害者雇用率　前年度以上（㉗実績2.70％）＞

　・　障害のある人の正規職員の採用試験を実施
　・　障害を理由とする差別の解消に積極的に取り組む職員を育成

■府庁ゆめこうばでの知的障害者、精神障害者の直接雇用や、喫茶ほっとはあと府庁店などでの就労の取組を進め、
　　一般就労への移行を支援します。
　＜直接雇用障害者数　６名（㉗実績　６名）＞
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